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若年就労支援従事者の就業状況と
継続就業意思との関連
中 嶌 　 剛
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キャリアカウンセリング理論では、若年者（通常、15 歳～ 34 歳）にとって、キャリア
初期段階を経た後の定着期間を通じて職業キャリアの基盤が形成されるという考え方が一般
的であり、継続就業に対する意義や価値が強調されてきた面がある。たとえば、探索段階（第















































































































































































































































注：「働きがい」以下の項目の回答は5件法であり、「5. 思う」「4. やや思う」「3. どちらでもない」「2. あ
まり思わない」「1. 思わない」である。





（59 施設8））、回答数 108（20 施設9））、有効回答率 25.4％であった。なお、質問にあたって
は、「現在の仕事の状況（11 問）」、「今後のキャリアに対する意識（10 問）」、「回答者の基











約 5 割が回答している。この傾向は転職経験の有無別にみても変わらない（表 2）。このよ
うな直感的に解釈しにくい部分は、若年就労支援業務における複雑な要因の存在を示唆する


















就業不満 あり 87.5 72.0
就業形態 正規雇用 31.3 64.3


















































注 2：各回答者は、1 番目と 2 番目に当てはまる選択肢をひとつずつ回答した。
Ⅳ．モデル



















から、このγは分布関数 F にしたがって、支援従事者が分布していると仮定する（γ∈（γ 
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, γ）、および、γ＞ 0）。この支援従事者の効用最大化問題の 1 階の条件ρ ’（・）ｗ＝ 1
から労働供給関数
Ｌ＝Ｌ（ｗ，γｈ）
が得られる。最大化問題の 2 階の条件が満たされれば dL/dw ＞ 0 となる。また、進捗度
ｈが上がるとγ上昇により在職確率の上昇効果も増加する（d2 ρ /dLd γ＞ 0）とすれば、







Ｗ＝ｗ t ＋（１−ｒ）（１−τ）ｗ t+1 ＋（１−ｒ）2（１−τ）2 Ｗ t+2 ＋…
と表されるため、賃金の増加率を一定でｇと想定すれば













調査の「今後のキャリアに対する意識（Ｑ 12 ～Ｑ 21）」のうち、Ｑ 21 の 9 個の不安要因
に対する 5 件法の回答データについて主成分分析した結果、固有値が 1 以上の解は 4 つ得
られた。それらに対応する固有ベクトルを回転させた回転後のベクトルは表 4 の通りであ
るが、第 1 主成分から第 4 主成分のそれぞれに特徴ある質問項目として 2 項目ずつ該当す










か（5 件法）」という質問項目で、「5. ずっと続ける（ｎ＝ 25）」「4. ある程度まで続ける（ｎ
＝ 58）」「3. どちらでもない（ｎ＝ 17）」「2. あまり続けたいとは思わない（ｎ＝ 6）」「1. 続






















は、全体の約 8 割（108 人中 83 人）が継続就業意思を持ちながらも、そのうちの９割近く
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（83 人中 72 人）が「仕事上の不満あり」を回答していることから、就業不安要因には混合
した性質が含まれている可能性がある。そのため、符号条件の予測は困難である。
表 4　主成分分析による 4 主成分（回転後）
設問：「いまの仕事における不安要因」 第 1 主成分 第 2 主成分 第 3 主成分 第 4 主成分
能力・努力に対する低評価 0.795 –0.085 0.055 –0.066
業務内容のつまらなさ 0.718 –0.226 0.056 –0.172
仕事上の責任の重さ 0.385 0.602 –0.195 0.175
業務量の多さ 0.082 0.610 –0.367 0.364
精神的負荷の大きさ –0.059 0.372 0.674 0.374
上司や正社員への不満 0.374 –0.302 0.505 0.532
サービス残業の多さ –0.078 –0.039 –0.473 0.443
給料の安さ –0.354 0.214 0.172 –0.349
将来に対する不安 –0.214 0.554 0.392 –0.206
固有値 2.05 1.54 1.29 1.10
注 1：因子抽出法：主成分分析 回転法：Kaiser の正規化を伴うプロマックス法。












【第 1 不安要因】：若年支援業務における低評価（注 2）
【第 2 不安要因】：若年支援業務の仕事量の負荷（注 3）
【第 3 不安要因】：若年支援業務の精神的負荷（注 4）
【第 4 不安要因】：若年支援業務における労務管理（注 5）
（注 1） 就業満足要因に関する 3 変数については、いずれも「2. やや不満」「1. 不満」の回答が他の 3 つの
選択肢よりも極端に少なく、継続就業意思を分析する積極的な意味を持たなくなってしまう可能性
を考慮して、明確な意思の有無の観点からカテゴリー化した 2 値変数とした。
（注 2） 表 4 の第 1 主成分は、「能力・評価に対する低評価」「業務内容のつまらなさ」が大きくプラスの値
を示していたため、この 2 つをダミー変数とし、加算したスコアを作成した。
（注 3） 表 4 の第 2 主成分は、「仕事上の責任の重さ」「業務量の多さ」が大きくプラスの値を示していたため、
この 2 つをダミー変数とし、加算したスコアを作成した。
（注 4） 表 4 の第 3 主成分は、「精神的負荷の大きさ」が大きくプラスの値を示していたため、これをダミー
変数とした。



























































B Exp（B） B Exp（B）
















































( 注 1) B は回帰係数、Exp(B) はオッズ比を表す。




























































デル事業」の中心事業として、2006 年度（平成 18 年度）の全国 25 か所での設置以降、
2007 年度（平成 19 年度）には全国 50 か所、2009 年度（平成 21 年度）には全国



































８） 質問票の発送にあたっては、数年間の運営実績を加味して「平成 20 年度地域若者サ
ポートステーション事業（2008 年 6 月時点）」に選定された 77 団体のうち、協力の
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計解析には、統計ソフト PASW Statistics 18.0（SPSS 18.0）を使用した。
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The Relationship between Working Conditions and 
Continued Employment among Workers 
at Youth Support Station
NAKASHIMA Tsuyoshi
Based on a regression analysis using the micro data (n=108), this paper aims to 
clarify crucial factors that can lead to continued employment among workers at Youth 
Support Station and other similar facilities. We adopted about 8 explanatory variables 
such as the regular employment pattern, work consciousness, and insecure conditions. 
The results of our estimation, carried out by means of the binomial logit-model, 
produced several interesting findings, with anxiety and frustration caused by insecure 
work conditions being the most salient positive effect on whether employment can be 
sustained or not.
Above–mentioned analysis suggested the possibility of existence of complicated 
factors associated with the client in respect to continued employment of job assistant 
worker.
Key Words: job assistant workers, continued employment, Youth Support Station, bino-
mial logit-model.
